
地方独立行政法人鳥取県産業技術センター評価委員会制度について 

令 和 ３ 年 ７ 月 ２ ０ 日 

鳥取県商工労働部産業未来創造課 

 

１ 委員会の概要 

（１）設置根拠 

○「地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号。以下「法」という）」第 11 条第１項に基づき、     

鳥取県知事の附属機関として設置 

 ○組織及び委員など評価委員会の必要事項は「鳥取県地方独立行政法人法施行条例（平成18年鳥取県

条例第61号。以下「条例」という）」で規定 

 

（２）組 織 

 （委 員 数） ５名以内 

  ※地方独立行政法人の運営に関し優れた識見を有する者の中から知事が任命 

（委員任期） ２年（再任可） 

 （委 員 長） 委員の互選により選出 

 

２ 評価委員の主な業務 

（１）産業技術センターの業務実績評価に際しての意見 

・年度業務実績（毎年度）、中期目標期間終了時見込業務実績（中期目標期間終了直前年度←2022年度が該

当）、及び中期目標期間業務実績報告書（中期目標期間終了後）に対し設立団体の長が評価する際に意見する。 

※上記業務実績報告書並びにセンターからのヒアリングを踏まえた評価委員による意見をもとに設立団体

の長が各評価を決定 

（２）産業技術センターの中期目標・中期計画（４年間）に関する意見 

・中期目標期間ごと（４年に１度）に設立団体の長により作成（変更）される中期目標に対して意見する

（2022年度（第5期）が該当）。 

・中期目標期間ごとに、中期目標をもとに産業技術センターが作成する中期計画に対して設立団体の長が 

認可する際に意見する（2022年度が該当）。 

 

≪評価委員会の所掌事務≫ 法第11条第2項 

項目 評価委員会の所掌事務 

法人運営の目標及び
計画に対する意見 

設立団体の長による中期目標の作成・変更の際の意見 

中期計画の作成・変更に対して設立団体の長が認可する際の意見 

法人運営実績評価に
際しての意見 

各事業年度における業務の実績評価に際しての意見 

中期目標期間終了直前年度における中期目標期間終了時に見込まれる評価に際しての
意見 

中期目標期間における業務評価に際しての意見 

中期目標期間終了時の全般的見直し検討に係る意見 

その他 
特定地方独立行政法人の役員の報酬等の支給基準に関する意見 

重要財産の処分に係る許可に対する意見 
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≪第4期中期計画期間における評価委員会の動き≫ 

第4期中期計画期間 毎年度 特定年度 

2019年度 

（令和元年度） 

 

 

 

・前年度業務実績の評価 

（第1回委員会（7月）：ヒアリング） 

（第2回委員会（8月）：評価案確定） 

・役員報酬基準への意見 
（第3回委員会（2月頃）） 
※第3回は他に議案がなければ書面開催も検討 

 

【該当案件がある場合】 

（中期計画の変更案等への意見） 

（重要財産処分に係る許可に対する意見） 

 

第3期中期目標期間業務実績報告の評

価に係る意見 

（第1回委員会（7月）：ヒアリング） 

（第2回委員会（8月）：評価案確定） 

2020年度 

（令和２年度） 
－ 

2021年度 

（令和３年度） 
－ 

2022年度 

（令和４年度） 

・第4期中期目標期間終了時見込業務

実績の評価に係る意見 

・第5期中期目標（県作成）への意見 

・第5期中期計画への意見 

・その他中期計画終了時の全般的見直

し検討への意見 

 

＜終了＞ 



（地独）鳥取県産業技術センター令和２年度実績評価の進め方 
 

令和３年７月２０日 

産業未来創造課 

１ 評価の基本方針 

（１）中期目標の達成に向け、法人の中期計画を構成する各年度計画の進捗状況を確認する。 
（２）評価を通じて、法人の業務運営状況を県民に分かりやすく示す。 
（３）法人の業務運営の改善・向上に資する。 

※評価については、鳥取県情報公開条例（平成12年条例第2号）に基づき公開する。 
 

【評価の進め方】 

区分 時期 法人 評価委員会 県 

年度終了 3月末 年度事業の終了   

評価準備

～提出 

4～6月 業務実績報告書、財務
諸表等作成 

  

6月末 業務実績報告書、財務
諸表等提出 

  

評 価 7～8月 ・実績検証対応 

・意見聴取対応 等 

・業務実績検証（聞き取り） 

・評価案の作成 

・法人への意見聴取（事実確認） 

・評価結果案まとめ→知事へ意見提出 

財務諸表検証 

報 告 

・ 

公 表 

9月 

－ 

 評価を議会報
告／法人に通
知 

財務諸表承認 

 

【評価フロー】 

法人 評価委員会事務局 評価委員会 

   

 
 

 

 

業務実績報告書 

財務諸表 

法人自己評価 法人からの聞き取り 

評価委員会の評価決定 

評価委員からの質問 
回答 

各委員による評価 

法人への質問 

① 

②  

⑤ 

知事が評価決定 

第１回 

（7/20（火）） 

第２回 

（8月中旬） 

8月初まで 
に評価 
(8/5（木）) 

7/27（火）までに事務局(県)に

質問事項の連絡。事務局は同日

中に法人に質問送付 

資料 ２ 

評価案とりまとめ 

7/30（金）までに事務局(県)に回

答。事務局は同日中にとりまとめ

て評価委員に回答 

（委員間で共有）法人の回答 

委員評価（案）の 
とりまとめ 

③  

④ 

最終評価案を事務局で 
取りまとめて知事に提出 



２ 評価の方法 

業務実績報告書等に基づき、「項目別評価１」と「全体評価２」により実施する。 
1 中期計画の達成に向けた法人の事業進捗状況・成果を年度計画の項目ごとに、5段階で実施する評価 

2 項目別評価及び利用者の意見を踏まえ、法人の中期計画の進行状況全体について、5段階で実施する評価 

 
（１）自己評価 

 法人は、中期計画に記載されている項目ごと（「中期計画の項目別評価における評価単位」）

に業務実績を検証し、その達成状況を次の５段階で評価する。 
Ｓ 中期計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている 

Ａ 中期計画を上回って業務が進捗している 

Ｂ 概ね中期計画どおりに業務が進捗している 

Ｃ 中期計画に対して業務の進捗がやや遅れている 

Ｄ 中期計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている 

 

（２）評価委員による項目別評価【評価様式 資料３】 

①業務実績の検証 

業務実績報告書をもとに、中期計画に記載されている各項目の進捗状況及び成果等について、

法人の自己評価及び計画設定の妥当性を含め、総合的に検証する。 

 

②業務実績の評価 

区 分 項目別評価 全体評価 

令和２年度

業務実績 

（資料4-1） 

・項目ごとに５段階で評価 

（資料4-2） 

・「総合評価」項目別評価を踏まえ、全体的

な達成状況を５段階で評価 

・意見、コメントを「個別評価」評価単位ご

とに記入 

 

 

【評価基準】 

※点数換算は事務局が行う。 

 

 

 

評価基準 評価 点数換算 

年次計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている Ｓ ５ 

年次計画を上回って業務が進捗している Ａ ４ 

概ね年次計画どおりに業務が進捗している Ｂ ３ 

年次計画に対して業務の進捗がやや遅れている Ｃ ２ 

年次計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている Ｄ １ 



（委員名）

大項目 中項目
評価単

位
自己評

価
委員
評価

特記事項（評価に関するコメントなど）

1 A

2 A

3 A

4 A

5 B

２　鳥取県の経済・産業の発展に資する研究開発

7 A

３　鳥取県で活躍する産業人材の育成 8 A

9 A

10 A

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項

11 A

２　職員の意欲向上と能力開発 12 A

Ⅲ 財務内容の改善に関する事項

１　予算の効率的運用 13 A

２　自己収入の確保 14 A

Ⅳ　その他業務運営に関する重要事項

１　内部統制システムの構築と適切な運用

Ⅴ　その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項

17 B

（４）生産性向上のためのIoT・ＡＩ・ロボット等先端技術の実装
支援

（５）グローバル需要獲得のための支援

6

３　災害等緊急事態への対応

16

(１) 法人運営における内部統制の強化

令和２年度　項目別評価

中期目標の期間　【令和元年４月１日～令和５年３月３１日（４年間）】

２　環境負荷の低減と環境保全の促進

1　県内企業等の製造技術・品質向上、新技術開発への技術支援

（３）知的財産権の積極的な取得と成果の普及

５　積極的な情報発信

（１） 技術的課題解決のための技術相談

15(１) 法令遵守及び社会貢献

(２) 情報セキュリティ管理と情報公開の徹底

（２） 製品の品質安定化・性能評価、新技術開発のための機
器利用、依頼試験・分析

小項目

１　機動性の高い業務運営

（３）新事業の創出、新分野進出のための支援

（１）企業の収益性向上を目指す実用研究（短期的視点）

A

I  県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

A

３　提供するサービス向上に向けた剰余金の有効活用

A

１　施設及び設備に関する計画

２　出資、譲渡その他の方法により、県から取得した財産を譲渡し、又は担
保に供しようとするときは、その計画

（２）未来の経済・産業発展に貢献する基盤研究（中長期的
視点）

４　県内外機関との連携支援体制の構築

(３) 労働安全衛生管理の徹底

３　人事に関する計画

資料３－１（評価様式）
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（委員名）           
 

令 和 ２ 年 度 の 全 体 評 価 

 

◆総合評価 

５段階評価 

        

   
 

 

 

 

○総合評価コメント 

 

     

 

 

 

 

 

 

◆個別評価 

 

（１）県民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（２）業務運営の改善及び効率化に関する事項 

 

 

 

 

 

 

（３）財務内容の改善に関する事項 

 

 

 

 

 

（４）その他業務運営に関する重要事項、その他設立団体の規則で定める業務運営に関する事項 

 

 

 

 

評価点 評価基準 評価 

５ 年次計画を大幅に上回って業務が進捗しており、かつ特筆すべき業績を挙げている Ｓ 
４ 年次計画を上回って業務が進捗している Ａ 
３ 概ね年次計画どおりに業務が進捗している Ｂ 
２ 年次計画に対して業務の進捗がやや遅れている Ｃ 
１ 年次計画に対して業務の進捗が大幅に遅れている Ｄ 

資料 ３-２（評価様式） 


